
長野県林業労働力確保支援センター機械施設貸付規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、「林業労働力の確保の促進に関する法律」に基づき、長野県知

事から林業労働力確保支援センターとしての指定を受けた、一般財団法人長野県

林業労働財団（以下「財団」という。）が行う高性能林業機械レンタル業務に係る

機械及び施設の貸付及び維持・管理について定める。 

 

（機械及び施設） 

第２条 前条の機械及び施設は、財団が保有する。 

２ 一般財団法人長野県林業労働財団理事長（以下「理事長」という。）は、当該施

設の維持・管理を適正に行う。 

３ レンタル業務の運営・経営状況の検討を定期的に長野県林業労働力確保支援セ

ンター運営協議会で行う。 

 

（借受申込） 

第３条 認定事業主がこの機械及び施設を使用しようとするときは、貸付条件等を

理解したうえで予約申込票（様式第 1 号）を貸付期間の始期の１ヶ月前まで（別

表１参照）に理事長に提出する。このとき、一つの機械に複数の予約があった場

合は、別に定める高性能林業機械利用に伴う抽選等実施要領に沿って貸付予定者

を決定する。 

２ 貸付予定者に決定した認定事業主は遅滞なく機械施設借受申請書（様式第２号）

を理事長に提出する。 

３ 機械の借受けに際し現地指導を行う高性能林業機械化アドバイザーの斡旋を希

望する場合は、その旨を前項申請書に記載して提出する。 

４ 技能習得研修、工程調査等を目的として公的機関及びそれに類する団体におい

て使用する場合は、別途協議に基づき理事長が貸付の可否を決定する。 

５ 貸付対象の機械施設は機械本体及び専用の付属品とし、汎用的な装備品、資機

材等は貸付の対象としない。 

 

（貸付け可否の決定及び貸借契約の締結） 

第４条 理事長は、前条による申請を受理したときは、貸付けの可否及び前条３項

のアドバイザーを決定し、機械施設貸付承認書（様式第３号）により申請者（以

下借受人という。）に通知する。 

２ 理事長と借受人は、前項の通知後速やかに高性能林業機械貸借契約書（様式第

４号）により貸借契約を締結する。 

 

（引渡し及び実績報告） 

第５条 借受人が物件の確認をして引渡しを受け、引渡しを完了した日から返還の

日までを貸付期間とする。 



２ 借受人は借受けた機械及び施設を返還するときは機械施設使用実績報告書（様

式第５号）を理事長に提出し、返還日には理事長の指示する次の借受人に引き渡

す、或いは理事長が指定する保管場所へ搬送するものとする。 

３ 借受人は、引渡しを完了した日から一週間以内に別に定めるレンタル用機械施

設使用管理基準に基づき、点検簿及び機体写真を理事長に提出しなければならな

い。 

４ 借受人が前２項の実績報告書及び点検簿を所定の期日までに提出しないときは、

理事長は当該借受人からの新たな借受申込を受理しないものとする。 

 

（費用負担） 

第６条 この機械及び施設の借受けと返還に要する一切の費用は借受人負担とする。 

 

（貸付区分、貸付対象者及び貸付期間） 

第７条 貸付区分ごとの貸付対象者及び貸付期間は別表２のとおりとする。 

ただし、理事長と借受人との協議により貸付期間を更新することができる。 

 

（物件の瑕疵） 

第８条 物件の引渡しの時に、物件の性能、機能等に不適合、不完全その他の瑕疵

があったときは、理事長は必要に応じて修理等を行い、良好な状態で引き渡すも

のとする。 

 

（利用料） 

第９条 この機械及び施設の利用料の月額は、別に定める高性能林業機械利用料算

定基準により理事長が決定する。 

２ 貸借契約に基づく利用料は、前項の月額に請求利用月数を乗じた額とする。た

だし、事故等により貸付期間中に機械及び施設が使用できない期間が発生した場

合は、当該事故等の原因いかんで利用料を減額することができる。 

 

（利用料の納付） 

第１０条 この機械及び施設の利用料は、理事長が発行する請求書(様式第６号)に

より、請求書発行日から３０日以内に納付しなければならない。 

 

（転貸の禁止） 

第１１条 借受人は借受けた機械及び施設を転貸してはならない。 

 

（保管・使用） 

第１２条 借受人は、借受けた機械及び施設について、別に定めるレンタル用機械

施設使用管理基準に沿って善良なる管理義務をもって使用保管し、遺憾のないよ

うにしなければならない。また、そのための使用管理責任者を定めなければなら

ない。 



３ 借受人は、労働安全衛生規則に定める作業計画を作成するとともに伐木等機械

を除き、作業指揮者を定め作業計画に基づく作業の指揮を行わせなければならな

い。 

４ 借受けた機械の操作者（運転者）は、該当する機械に係る特別教育を修了した

者で、且つ財団が行う高性能林業機械メンテナンス研修の修了者であること。 

 

（滅失、損傷等） 

第１３条 借受人は借受けた機械及び施設を減失又は損傷したとき、或いは不具合

や故障が判明したときは、直ちに修理発生状況報告書（様式第７号）により、そ

の内容と理由を理事長に報告するものとする。 

２ 機械及び施設の貸付期間中に生じた盗難、減失等についてのすべての責任は借

受人が負い、これを復元するか若しくはその損害を賠償する。 

３ 機械及び施設の貸付期間中に生じた不具合、故障、損傷等について、作業工程

上の必要がある場合などにおいては、借受人は理事長の承認を得て修理または部

品の交換を行うことができる。なお、この修理等の完了後は速やかに修理状況報

告書（様式第８号）を理事長に提出するものとする。 

４ 理事長は、前項の場合であっても、その経費の全部または一部の負担を借受人

に求めることができる。 

５ ただし、前記 2項、3項、4項の場合であって、理事長が加入する動産保険の対

象となる場合はこれを活用する。 

６ 修理または部品の交換に要する日数が長期にわたり、貸付ができないことによ

り財団に損害が生じた場合は、理事長は借受人に損害の補填を請求することがで

きる。 

７ 通常の損耗、減耗については理事長の負担とする。 

ただし、燃料等油脂類、冷却水、バッテリー補充液、ソーチェーン及びバーは除く。 

 

（貸付機械及び施設の返還） 

第１４条 理事長は、借受人が次の各号に該当するときは、貸付けた機械及び施設

の返還をさせることができる 

(１) 申請書に虚偽の記載があった場合。 

(２) この規程に定めた事項に違反した場合。 

(３) その他借受人に貸付不適当と認められる行為のあったとき。 

 

 

附則 

１ この規程は、平成９年４月２５日から施行する。 

２ この規程は、平成１１年４月１１日から施行する。 

３ この規程は、平成１７年４月１日から施行する。 

４ この規程は、平成１９年２月８日から施行する。 

５ この規程は、平成１９年９月１２日から施行する。 



６ この規程は、平成２０年２月７日から施行する。 

７ この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

８ この規程は、平成２４年８月１日から施行する。 

９ この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

１０ この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

１１ この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

１２ この規程は、令和元年７月 1日から施行する。 

１３ この規程は、令和２年７月 1日から施行する。 

ただし、第１２条第４項は、令和３年度までは、財団が行う高性能林業機

械メンテナンス研修の修了者でなくても暫定的に認めることとする。 

１４ この規程は、令和４年５月２日から施行する。 

１５ この規程は、令和６年５月 14日から施行する。 

１６ この規程は、令和７年６月 20日から施行する。 

 

別表１ 

年四半期別 第１期 第２期 第３期 第４期 

貸付期間 ４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月 

予約期限 ２月末日 ５月末日 ８月末日 11月末日 

 

別表２ 

貸 付 区 分 貸  付  対  象 貸付期間 

①事業用 

(事業の効率化) 
認定事業体 

最短：１ヶ月 

最長：３ヶ月 

②普及用 

(基礎技術の習得) 

経験の浅い認定事業体が技術習得を目的とし

て利用する場合 

※原則として高性能林業機械化アドバイザー

の斡旋を受けること 

(ただし１セット＝３台まで) 

最短：０．５ヶ月 

最長：３ヶ月 

③普及用 

（軽度の使用） 
メンテンナンス研修など作業が伴わない利用 

④技能習得研修、

工程調査等 

公的機関及びそれに類する団体 

(公共団体、試験研究機関、職業能力開発認定

校、労働安全衛生規則に基づく教育等実施機

関。ただし、借受者の職員で林業機械等に対す

る十分な知識を持った者を配置できること。) 

双方協議による 

 


